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　H21年度第2四半期決算

（注）　資料内の「第２四半期」とは、４月から９月の累計期間を指します。



16　決算概要 1

(億円，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

   売上高 11,247 12,222 △ 975 △ 8.0  

   営業利益 1,566 459 1,106 241.1

   経常利益 1,421 375 1,045 278.3

   四半期純利益 905 231 674 290.8

   

(億円，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

   売上高 10,613 11,502 △ 888 △ 7.7

   営業利益 1,495 374 1,120 299.0

   経常利益 1,358 206 1,151 558.4

   四半期純利益 958 124 834 671.0

(億円未満切り捨て)

■連結　H14年度第2四半期以来、7年ぶりの減収増益

■個別　H14年度第2四半期以来、7年ぶりの減収増益

増減

増減



16　販売電力量 2

(億kWh，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

規制対象 電灯 164 167 △ 3 △ 1.5

需要 電力 33 34 △ 1 △ 5.8

計 197 201 △ 4 △ 2.3

自由化対象 業務用 120 123 △ 3 △ 2.2

需要 産業用他 285 355 △ 70 △ 19.7

（大口再掲） （228） （286） （△ 58） （△20.4）

計 405 478 △ 73 △ 15.2

602 679 △ 77 △ 11.4
 

合計

増減
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■水力発電量　　　出水率が当第2四半期：96.4％と前第2四半期：89.5％を上回り、前年同期比2億kWh増

■原子力発電量 駿河湾の地震の影響による浜岡原子力発電所の停止などから、前年同期比95億kWh減

■火力発電量　　　販売電力量の減少や、融通受電量・他社受電量の増加により、前年同期比16億kWh減

　発受電電力量 3

(億kWh，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B
水力 52 50 2 3.2

自 （出水率） (96.4) (89.5) (6.9)  

火力 461 477 △ 16 △ 3.3
社 原子力 44 139 △ 95 △ 68.6

（設備利用率） (28.5) ※（65.0） (△ 36.5)

33 24 9
△ 7 △ 7 0

77 69 8
△ 1 △ 2 1
△ 9 △ 12 3 △ 24.2
650 738 △ 88 △ 12.0

       　  揚水用
           合計
融通および他社受電：上段は受電電力量、下段は送電電力量

※　浜岡1,2号機を除いて算定した設備利用率は 90.6％

増減

        　 他社受電

       　  融通 58.5

13.6
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販売電力量の減　△1,261
収入単価の増　426

ガス供給事業　△16

　個別収支比較表① 4

【主な増減要因】

                                                     (億円，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

 電灯電力料 10,269 11,104 △ 835 △ 7.5

 販売電力料
 託送収益等

89 138 △ 49 △ 35.3

 その他収益 105 91 14 15.7

電気事業営業収益 10,464 11,334 △ 869 △ 7.7

附帯事業営業収益 149 167 △ 18 △ 10.9

営業収益計
 (売上高)

10,613 11,502 △ 888 △ 7.7

増減

(億円未満切り捨て)
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退職給与金　246（数理差異 211）

火力燃料費　△2,133

数量減　△194 単価減　△1,939

原子力燃料費　△39

地帯間購入　48

他社購入　△78

火力　84　原子力　15

火力　△91（新名火8号　△57）

原子力　△36

ガス供給事業　38

使用済燃料再処理等費　△35 

原子力発電施設解体費　△20

　個別収支比較表② 5

※　退職給与金（数理計算上の差異）については、21ページ参照

【主な増減要因】

(億円，％ )

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

  人件費 1,197 945 252 26.7

  燃料費 2,561 4,734 △ 2,172 △ 45.9

  原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 129 205 △ 76 △ 37.0

  購入電力料・託送料等 1,026 1,052 △ 25 △ 2.4

  修繕費 1,018 907 111 12.3

  減価償却費 1,379 1,533 △ 153 △ 10.0

  公租公課 623 667 △ 44 △ 6.6

  その他費用 945 884 61 6.9

電気事業営業費用 8,883 10,929 △ 2,046 △ 18.7

附帯事業営業費用 235 197 37 19.1

営業費用計 9,118 11,127 △ 2,008 △ 18.1

増減

(億円未満切り捨て)

H21/2Q H20/2Q

61.7 119.7
96 106

原油CIF価格($/b)

為替レート（円/$)

（注）H21/2QのCIF価格は速報値



16　個別収支比較表③ 6

為替差益　△ 24

金利低下　△ 35　

借入減　△ 17

繰上返済影響　△ 11

【主な増減要因】

東邦石油吸収合併に伴う
抱合せ株式消滅差益　89

(億円，％ )

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

営業利益 1,495 374 1,120 299.0

営業外収益 87 131 △ 43 △ 33.2

  支払利息 190 254 △ 63 △ 25.1

  その他費用 34 45 △ 10 △ 24.1

営業外費用 225 299 △ 74 △ 24.9

経常利益 1,358 206 1,151 558.4

特別利益 89 － 89 －

法人税等 488 81 406 496.8

四半期純利益 958 124 834 671.0

増減

(億円未満切り捨て)



16　連結収支比較表 7

(億円，％)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

(A) (B) (A-B) (A-B)/B

営業収益（売上高） 10,455 11,325 △ 870 △ 7.7

営業費用 8,827 10,835 △ 2,008 △ 18.5

営業利益 1,628 490 1,138 232.1

営業収益（売上高） 791 897 △ 105 △ 11.8

営業費用 853 928 △ 74 △ 8.0

営業損益 △ 62 △ 31 △ 31 -

営業収益（売上高） 11,247 12,222 △ 975 △ 8.0

営業費用 9,681 11,763 △ 2,082 △ 17.7

営業利益 1,566 459 1,106 241.1

営業外収益 101 215 △ 114 △ 53.0

営業外費用 246 299 △ 53 △ 17.7

経常利益 1,421 375 1,045 278.3

四半期純利益 905 231 674 290.8

内部取引相殺消去後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　                

電
気
事
業

そ
の
他
事
業

(億円未満切り捨て)

増減

営
業
外

合
　
計



16　セグメント情報 8

(億円)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

増減

(A) (B) (A-B)

電気事業 10,455 11,325 △ 870

エネルギー事業 193 208 △ 14

建設業 453 574 △ 121

その他の事業 144 113 30

合計 11,247 12,222 △ 975

(億円未満切り捨て)

セグメント別外部売上高



16　連結財政状態の概要 9

(億円)

H21年9月末 H21年3月末 増減

(A) (B) (A-B)

総資産 53,645 54,701 △ 1,055 ・減価償却の進行等

負　債 36,515 38,153 △ 1,638 ・有利子負債の減　△1,794

純資産 17,130 16,547 582 ・利益剰余金の増 672

(億円，％)

31.2 29.6 1.6

(30.2) (28.4) (1.8)

26,096 27,890 △ 1,794

(25,700) (27,440) (△1,739)

期末金利 (1.46) (1.46) -

(  )内は個別 (億円未満切り捨て)

主な増減要因

自己資本比率

有利子負債残高 　



16　連結キャッシュ・フロー比較表 10

(億円)

H21年度
第2四半期

H20年度
第2四半期

増減

(A) (B) (A-B)

営業活動による
キャッシュ・フロー

3,075 1,279 1,795

投資活動による
キャッシュ・フロー

△ 1,189 △ 592 △ 596

財務活動による
キャッシュ・フロー

△ 2,083 △ 412 △ 1,671

H21年9月末 H21年3月末 増減

(A) (B) (A-B)

現金及び現金同等物の
期末残高

1,296 1,496 △ 200

(億円未満切り捨て)
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　H21年度見通し



16　主要諸元および変動影響額 11

■主要諸元
H21年度

予想（今回）
H21年度

予想（前回）
増減

(A) (B) (A-B)

販売電力量 (億kWh) 1,235程度 1,305程度 △ 70程度 1,297

原油CIF価格 ($/b) 66程度 55程度 11程度 90.5

為替レート(ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ)  (円/$) 95程度 100程度 △ 5程度 101

原子力利用率 （％） 54程度 71程度 △ 17程度 56.1（74.5）

■変動影響額 （億円）

項目 変動幅
H21年度

予想（今回）
H21年度

予想（前回）

販売電力量 1% 70 60

原油CIF価格※1 1$/b 57 62

為替レート 1円/$ 50 47

原子力利用率※2 1% 17 17

出水率 1% 6 7

金利 1% 50 50

※1　原油CIF価格影響額：LNG価格は原油価格の影響を受けることから、影響度合いを考慮して算定しています。

※2　原子力利用率影響額：原子力発電単価および火力発電平均単価を基に影響額を算定しています。

※　（　）内は、浜岡1,2号機を除いて算定

項目 H20年度実績

主な増減要因

収入単価増加に伴う増

円高に伴う減

燃料価格上昇に伴う増

－

火力発電単価低下に伴う減

－



16　業績見通しの概要 12

■連結
（億円）

H21年度
予想（今回）

H20年度
実績

増減
（対前期）

(A) (B) (A)-(B)

　売上高 22,600 25,099 △ 2,500程度 △ 700

　営業利益 2,050 1,822 230程度 －

　経常利益 1,650 1,305 340程度 －

　当期純損益 1,050 △ 189 1,240程度 －

■個別
（億円）

H21年度
予想（今回）

H20年度
実績

増減
（対前期）

(A) (B) (A)-(B)

　売上高 21,000 23,351 △ 2,350程度 △ 600

　営業利益 1,900 1,636 260程度 －

　経常利益 1,500 1,013 490程度 －

　当期純損益 1,050 △ 366 1,420程度 －

増減
（対前回予想）

増減
（対前回予想）

（億円未満切り捨て）



16　個別業績見通し① 13

【営業利益の主な増減要因】

(億円)

(A) (B) (A)-(B)

売上高
（営業収益）

21,000 21,600 △ 600

営業費用 19,100 19,700 △ 600

営業利益 1,900 1,900 -

経常利益 1,500 1,500 -

当期純利益 1,050 1,050 -

増減

(億円未満切り捨て)

H21年度
予想（今回）

H21年度
予想（前回）

 収支向上要因

燃料費調整額の増 ＋ 250

円高 ＋ 210

火力発電所の効率運用など ＋ 300

経費節減によるコストダウンほか ＋ 390

 収支悪化要因

需要の見直しによる収支悪化

（燃料費差引後）

原子力発電量の減 △ 260

石炭除きＣＩＦ価格上昇 △ 510

 営業収支への影響 0

△ 380
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販売電力量の減　△1,080

収入単価の減　△1,220

人件費の増　520（数理差異　423）

燃料価格の低下　△2,680

-石炭除CIF価格低下　△1,540

-石炭CIF価格低下　△440

-円高　△420

-消費構成差等　△280

需要減に伴う燃料費の減　△620

原子力発電量の減　540

　個別業績見通し② 14

【主な増減要因】

※　退職給与金（数理計算上の差異）については、21ページ参照

(億円)

(A) (B) (A)-(B)

売上高
（営業収益）

21,000 23,351 △ 2,350程度

営業費用 19,100 21,715 △ 2,610程度

営業利益 1,900 1,636 260程度

経常利益 1,500 1,013 490程度

当期純損益 1,050 △ 366 1,420程度

増減

(億円未満切り捨て)

H21年度
予想（今回）

H20年度
実績



16　配当について（個別） 15

第2四半期末 期末 年間

H18年3月期 30円 30円 60円 39.6%

H19年3月期 30円 30円 60円 73.2%

H20年3月期 30円 30円 60円 70.7%

H21年3月期 30円 30円 60円 -

H22年3月期
 (予想)

30円 30円 60円 44.4%※

※H21年9月末株数で算定

1株当たり配当金
配当性向

(個別)



16　今年度の自己株式取得について 16

取得する株式の種類 当社普通株式

取得する株式の総数 1，６００万株（上限）

株式の取得価額の総額 ３００億円（上限）

取得する期間
平成２１年１１月　２日から
平成２２年　３月３１日まで

■資本効率や一株当たり当期純利益の向上による株主価値の増大を
　図るため、自己株式取得を実施

■取得した株式は原則として消却する予定

発行済株式総数（自己株式含む） 779,004,665株

平成２１年９月末時点
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　補足資料



16　販売電力量の見通し 17

　 (億kWh，％)

H21年度
予想（今回）

H21年度
予想（前回）

H20年度
実績

増減

(A) (B) (A-B)

規制対象 電灯 355 370 353 2

需要 電力 66 66 68 △ 2

計 421 436 421 △　0

自由化対象 業務用 233 234 234 △ 1

需要 産業用他 581 635 642 △ 61

計 814 869 876 △ 62

1,235 1,305 1,297 △ 62

(△4.8%) (0.6%) (△5.6%) -

　　項　　目

合計

(対前年増加率)
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（対前年増加率）

　大口電力産業別販売電力量① 18

(％)

4月 5月 6月 7月 8月 9月 第2四半期 構成率※

鉄鋼 ▲ 49.0 ▲ 41.2 ▲ 36.2 ▲ 32.7 ▲ 28.8 ▲ 24.4 ▲ 35.5 10.6

化学 ▲ 16.5 ▲ 22.2 ▲ 15.7 ▲ 16.8 ▲ 12.6 ▲ 11.0 ▲ 15.8 5.6

窯業・土石 ▲ 28.3 ▲ 28.2 ▲ 28.4 ▲ 25.1 ▲ 30.3 ▲ 24.7 ▲ 27.4 4.5

紙・パルプ ▲ 14.4 ▲ 6.6 ▲ 6.5 ▲ 8.6 ▲ 9.2 0.4 ▲ 7.5 3.2

非鉄金属 ▲ 37.8 ▲ 28.0 ▲ 24.0 ▲ 24.3 ▲ 32.2 ▲ 17.2 ▲ 27.2 2.9

小 計 ▲ 34.2 ▲ 30.7 ▲ 26.7 ▲ 24.9 ▲ 24.2 ▲ 18.7 ▲ 26.5 26.8

機械 ▲ 29.9 ▲ 28.0 ▲ 23.5 ▲ 23.2 ▲ 20.4 ▲ 19.0 ▲ 23.8 40.7

食料品 ▲ 0.9 ▲ 2.8 0.2 ▲ 4.4 ▲ 5.1 ▲ 4.4 ▲ 3.0 5.5

繊維 ▲ 32.3 ▲ 31.1 ▲ 22.1 ▲ 22.7 ▲ 18.8 ▲ 20.6 ▲ 24.6 2.0

その他 ▲ 22.2 ▲ 21.0 ▲ 15.8 ▲ 16.7 ▲ 14.9 ▲ 13.7 ▲ 17.3 12.9

小 計 ▲ 26.2 ▲ 24.7 ▲ 20.1 ▲ 20.3 ▲ 17.9 ▲ 16.8 ▲ 20.9 61.1

鉄道業 ▲ 0.1 ▲ 0.4 0.9 ▲ 2.2 ▲ 1.0 ▲ 1.2 ▲ 0.7 5.3

その他 ▲ 2.6 ▲ 2.8 ▲ 1.4 ▲ 3.2 ▲ 2.2 ▲ 3.3 ▲ 2.6 6.8

小 計 ▲ 1.5 ▲ 1.8 ▲ 0.4 ▲ 2.8 ▲ 1.7 ▲ 2.4 ▲ 1.8 12.1

大口電力計 ▲ 25.9 ▲ 24.0 ▲ 19.9 ▲ 19.7 ▲ 17.7 ▲ 15.8 ▲ 20.4 100

※　H21年9月の構成率

H21年度

　　・日本標準産業分類の変更に伴い、H21年4月より産業別分類がそれ以前と異なる
　　・H21年度の対前年増加率は、H20年度実績を現在の区分に合わせることにより算定

素
材
型

加
工
型

公
共
他
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（対前年増加率）

　大口電力産業別販売電力量② 19

（％）

（月）

▲ 50.0

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

H20/4 5 6 7 8 9 10 11 12H21/1 2 3 4 5 6 7 8 9

素材型 加工型 公共他 大口電力計
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■販売目標

■オール電化住宅採用状況

　電気の販売目標 20

《参考》　年度別オール電化住宅採用件数

H19-H22年度
目標値

進捗
（H21年9月末実績）

進捗率 進捗の状況

オール電化
60万戸

（28.7万戸）
49.5万戸

（18.2万戸）
-

(63.4%)
「電気ならでは」の快適な生活について認知・評価され
たことにより、順調に進捗

電化厨房・空調 80万kW 55.2万kW 69%
お客さまニーズに合った最適なシステムの提案につい
て評価を得ることができたこと等により、順調な進捗

（　）内数値はH19－H22年度期間中の増分

49.5
46.0

38.4

31.3

25.0

19.5
16.0

13.7
12.010.9

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21.9末
（年度）

（万戸）

1年9ヶ月 1年5ヶ月5年1ヶ月

10万戸
(H12.3)

20万戸
(H17.4)

30万戸
(H19.1)

40万戸
(H20.6)

27.1
32.6

38.3

19.4

29.8

30.8

33.0

13.6

6.3

7.4

5.2

1.8

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H18 H19 H20 H21.4～9月

(千戸) 既築 新築戸建 新築集合

(45％)

(40％)

(50％)

　(　)内は新築戸建着工件数に占める採用割合　※H21.4～8月

(47％)
※



16　退職給与金〈数理計算上の差異〉（個別） 21

(億円)

H19年度 H20年度 H21年度

(A) (B) (C) (B)－(A) (C)－(B)

H16年度 △ 265 △ 88 - - 88 -

H17年度 △ 747 △ 249 △ 249 - - 249

H18年度 67 22 22 22 - -

H19年度 638 - 213 213 213 -

H20年度 523 - - 174 - 174

△ 315 △ 14 409 301 423合計

発生年度 発生額
増減

費用処理額
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※１中央制御室で運転員が地震の揺れを確認するための地震計に
　　より観測した、原子炉建屋地下２階の加速度

　平成21年8月発生の地震について

■地震の概要および影響

号機 5号機4号機3号機

※１

１２０ガル

１４７ガル １６３ガル ４２６ガル観測した揺れ
（水平方向）

自動停止設定値
（地下２階水平方向）

平成21年8月11日、浜岡原子力発電所から37ｋｍの地点を震央とする、　　

　　規模マグニチュード 6.5の地震が発生　　

地震発生にともない、運転中の4,5号機は地震の揺れを感知し自動停止

安全上重要な施設に損傷はなく、外部への放射能の影響もなし

社内で定めた手順に基づき、発電所の設備の点検、健全性確認を実施のうえ、順次運転を再開

　（4号機は9月17日に、3号機は10月3日に発電再開）

22

浜岡原子力発電所
震央

現在の状況

（注）地震の場所、規模（マグニチュード）は暫定値

※２

※２ガル（Ｇａｌ）とは、加速度の単位（ｃｍ／秒２）で地震の揺れの強さを
　　数値として表現したもの。１ガル（Ｇａｌ）＝１ｃｍ／秒２

発電再開

（９／１７～）

点検中
１２月下旬
終了予定

発電再開

（１０／３～）

(平成21年10月末日時点)

地震発生時 停止中

（定期検査中）

運転中

↓

自動停止

運転中

↓

自動停止
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当資料取扱上のご注意

　当資料に記載の業績見通しは、現在入手可能な情報に基づき、計画のもとになる前提、予想を
含んだ内容を記載しております。　
　
　これらの業績見通しは、潜在的なリスクや不確実性が含まれており、今後の事業領域を取りま
く経済状況、市場の動向等により、実際の結果とは異なる場合がございますので、ご承知おきい
ただきますようお願い申し上げます。　

　また、当資料の内容につきましては細心の注意を払っておりますが、掲載された情報の誤りお
よび当資料に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社は一切責任を負
いかねます。
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平成22年3月期 第2四半期

決算概要
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　H21年度第2四半期決算

（注）　資料内の「第２四半期」とは、４月から９月の累計期間を指します。
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　決算概要

1









16









　販売電力量

2









16









■水力発電量　　　出水率が当第2四半期：96.4％と前第2四半期：89.5％を上回り、前年同期比2億kWh増

■原子力発電量   駿河湾の地震の影響による浜岡原子力発電所の停止などから、前年同期比95億kWh減   

■火力発電量　　　販売電力量の減少や、融通受電量・他社受電量の増加により、前年同期比16億kWh減

　発受電電力量

3
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販売電力量の減　△1,261

収入単価の増　426

ガス供給事業　△16

　個別収支比較表①

4

【主な増減要因】





　　　







16









退職給与金　246（数理差異 211）

火力燃料費　△2,133

 数量減　△194 単価減　△1,939

原子力燃料費　△39

地帯間購入　48

他社購入　△78

火力　84　原子力　15

火力　△91（新名火8号　△57）

原子力　△36

ガス供給事業　38

使用済燃料再処理等費　△35 

原子力発電施設解体費　△20

　個別収支比較表②

5

【主な増減要因】

※　退職給与金（数理計算上の差異）については、21ページ参照









16









　個別収支比較表③

6

為替差益　△ 24

金利低下　△ 35　

借入減　△ 17

繰上返済影響　△ 11

【主な増減要因】

東邦石油吸収合併に伴う抱合せ株式消滅差益　89









16









　連結収支比較表

7
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　セグメント情報

8
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　連結財政状態の概要

9
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　連結キャッシュ・フロー比較表

10
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　H21年度見通し
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　主要諸元および変動影響額

11
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　業績見通しの概要

12
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　個別業績見通し①

13

【営業利益の主な増減要因】
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販売電力量の減　△1,080 

収入単価の減　△1,220

人件費の増　520（数理差異　423）

燃料価格の低下　△2,680

   -石炭除CIF価格低下　△1,540

   -石炭CIF価格低下　△440

   -円高　△420

   -消費構成差等　△280

需要減に伴う燃料費の減　△620

原子力発電量の減　540



　個別業績見通し②

14

【主な増減要因】

※　退職給与金（数理計算上の差異）については、21ページ参照









16









　配当について（個別）

15
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　今年度の自己株式取得について

16
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　補足資料
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　販売電力量の見通し

17
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（対前年増加率）

　大口電力産業別販売電力量①

18
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（対前年増加率）

　大口電力産業別販売電力量②

19

（％）

（月）
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■販売目標

■オール電化住宅採用状況

　電気の販売目標

20

《参考》　年度別オール電化住宅採用件数
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　退職給与金〈数理計算上の差異〉（個別）

21
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※１中央制御室で運転員が地震の揺れを確認するための地震計に

　　より観測した、原子炉建屋地下２階の加速度

　平成21年8月発生の地震について

■地震の概要および影響



号機

5号機



4号機

3号機













※１

１２０ガル

１４７ガル

１６３ガル

４２６ガル

観測した揺れ

（水平方向）



自動停止設定値

（地下２階水平方向）

平成21年8月11日、浜岡原子力発電所から37ｋｍの地点を震央とする、　　

　　規模マグニチュード 6.5の地震が発生　　

地震発生にともない、運転中の4,5号機は地震の揺れを感知し自動停止

安全上重要な施設に損傷はなく、外部への放射能の影響もなし

社内で定めた手順に基づき、発電所の設備の点検、健全性確認を実施のうえ、順次運転を再開

　（4号機は9月17日に、3号機は10月3日に発電再開）

22





現在の状況



（注）地震の場所、規模（マグニチュード）は暫定値

※２ガル（Ｇａｌ）とは、加速度の単位（ｃｍ／秒２）で地震の揺れの強さを　　数値として表現したもの。１ガル（Ｇａｌ）＝１ｃｍ／秒２

※２



発電再開

（９／１７～）

点検中

１２月下旬

終了予定

発電再開

（１０／３～）

(平成21年10月末日時点)



地震発生時







停止中

（定期検査中）

運転中

↓

自動停止

運転中

↓

自動停止



























浜岡原子力発電所

震央
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当資料取扱上のご注意



 

　当資料に記載の業績見通しは、現在入手可能な情報に基づき、計画のもとになる前提、予想を含んだ内容を記載しております。　

　

　これらの業績見通しは、潜在的なリスクや不確実性が含まれており、今後の事業領域を取りまく経済状況、市場の動向等により、実際の結果とは異なる場合がございますので、ご承知おきいただきますようお願い申し上げます。　



　また、当資料の内容につきましては細心の注意を払っておりますが、掲載された情報の誤りおよび当資料に掲載された情報に基づいて被ったいかなる損害についても、当社は一切責任を負いかねます。



　









○景気回復の影響や産業用需要が堅調に推移したことなどから、


   前年同期に比べ1.8％増加


(億kWh、％)


１７／上１６／上


（A）（Ｂ）（注）（A－B）（A－B）/B


規制電　　灯777523.1


対象電　　力1717△0△1.7


需要計949222.2


自由化業 務 用504823.6


対象産業用他15615421.0


需要計20620241.6


30029461.8





増　　減


合　　計


○連結


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,75910,4353233.1


営業利益2,2341,82141322.7


経常利益1,6361,20842735.4


中間純利益681738△ 56△ 7.7


○個別


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,41310,0833303.3


営業利益2,1891,77940923.0


経常利益1,6041,18641835.2


中間純利益711736△ 25△ 3.4


増減


増減


○連結


　　　12年度中間決算から実施以来、初の増収増益


○個別


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


連結10,75910,4353233.1


個別10,41310,0833303.3


連結2,2341,82141322.7


個別1,6041,77940923.0


連結1,6361,20842735.4


個別1,6041,18641835.2


連結681738△ 56△ 7.7


個別711736△ 25△ 3.4


中間純利益


増減


売上高


営業利益


経常利益


 収支向上要因


燃料費調整額の増


＋ 250


円高


＋ 210


火力発電所の効率運用など


＋ 300


経費節減によるコストダウンほか


＋ 390


 収支悪化要因


需要の見直しによる収支悪化


（燃料費差引後）


原子力発電量の減


△ 260


石炭除きＣＩＦ価格上昇


△ 510


 営業収支への影響0


△ 380


(億kWh，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


水力525023.2


自


（出水率）(96.4)(89.5)(6.9)


 


火力461477△ 16△ 3.3


社原子力44139△ 95△ 68.6


（設備利用率）(28.5)


※


（65.0）


(△ 36.5)


33249


△ 7△ 70


77698


△ 1△ 21


△ 9△ 123△ 24.2


650738△ 88△ 12.0


       　  揚水用


           合計


融通および他社受電：上段は受電電力量、下段は送電電力量


※　浜岡1,2号機を除いて算定した設備利用率は 90.6％


増減





        　 他社受電


       　  融通58.5


13.6


(億円，％ )


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


営業利益1,4953741,120299.0


営業外収益87131△ 43△33.2


  支払利息190254△ 63△25.1


  その他費用3445△ 10△24.1


営業外費用225299△ 74△24.9


経常利益1,3582061,151558.4


特別利益89－89－


法人税等48881406496.8


四半期純利益958124834671.0


増減


(億円未満切り捨て)


○連結


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,75910,4353233.1


営業利益2,2341,82141322.7


経常利益1,6361,20842735.4


中間純利益681738△ 56△ 7.7


○個別


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,41310,0833303.3


営業利益2,1891,77940923.0


経常利益1,6041,18641835.2


中間純利益711736△ 25△ 3.4


増減


増減


27.1


32.6


38.3


19.4


29.8


30.8


33.0


13.6


6.3


7.4


5.2


1.8


0


10


20


30


40


50


60


70


80


H18H19H20H21.4～9月


(千戸)既築新築戸建新築集合


(45％)


(40％)


(50％)


　


(　)内は新築戸建着工件数に占める採用割合　※H21.4～8月


(47％)


※


連結：増収増益　個別：増収増益(単位：億円、円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


連結10,75910,435(323)(3.1)


個別10,41310,083(330)(3.3)


連単倍率－－


連結2,2341,821(413)(22.7)


個別1,6041,779(409)(23.0)


連単倍率－－


連結1,6361,208(427)(35.4)


個別1,6041,186(418)(35.2)


連単倍率－－


連結681738(△ 56)(△ 7.7)


個別711736(△ 25)(△ 3.4)


連単倍率－－


一株当たり連結94.04101.08(△ 7.04)－


中間純利益個別98.18100.82(△ 2.64)－


中間純利益


増減


売上高


営業利益


経常利益
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○景気回復の影響や産業用需要が堅調に推移したことなどから、


   前年同期に比べ1.8％増加


(億kWh、％)


１７／上１６／上


（A）（Ｂ）（注）（A－B）（A－B）/B


規制電　　灯777523.1


対象電　　力1717△0△1.7


需要計949222.2


自由化業 務 用504823.6


対象産業用他15615421.0


需要計20620241.6


30029461.8


（注）自由化対象需要は、17年4月以降の新たな自由化対象（契約


　　　電力50kW以上）に組み替えてある。 





増　　減


合　　計


○景気回復の影響や産業用需要が堅調に推移したことなどから、


   前年同期に比べ1.8％増加


(億kWh、％)


１７／上１６／上


（A）（Ｂ）（注）（A－B）（A－B）/B


規制電　　灯777523.1


対象電　　力1717△0△1.7


需要計949222.2


自由化業 務 用504823.6


対象産業用他15615421.0


需要計20620241.6


30029461.8


（注）自由化対象需要は、17年4月以降の新たな自由化対象（契約


　　　電力50kW以上）に組み替えてある。 





増　　減


合　　計


○連結


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,75910,4353233.1


営業利益2,2341,82141322.7


経常利益1,6361,20842735.4


中間純利益681738△ 56△ 7.7


○個別


　　　12年度中間決算以来の増収増益


(億円、％)


１７／上１６／上


（Ａ）（Ｂ）（Ａ－Ｂ）(A-B)/B


売上高10,41310,0833303.3


営業利益2,1891,77940923.0


経常利益1,6041,18641835.2


中間純利益711736△ 25△ 3.4


増減


増減


(億円)


(A)(B)(A)-(B)


売上高


（営業収益）


21,00023,351△ 2,350程度


営業費用19,10021,715△ 2,610程度


営業利益1,9001,636260程度


経常利益1,5001,013490程度


当期純損益1,050△ 3661,420程度


増減


(億円未満切り捨て)


H21年度


予想（今回）


H20年度


実績


H21年度第2四半期決算


決算概要


・・・・・・・・・・


1


販売電力量


・・・・・・・・・・


2


発受電電力量


・・・・・・・・・・


3


個別収支比較表①


・・・・・・・・・・


4


個別収支比較表②


・・・・・・・・・・


5


個別収支比較表③


・・・・・・・・・・


6


連結収支比較表


・・・・・・・・・・


7


セグメント情報


・・・・・・・・・・


8


連結財政状態の概要


・・・・・・・・・・


9


連結キャッシュ・フロー比較表


・・・・・・・・・・


10


H21年度見通し


主要諸元および変動影響額


・・・・・・・・・・


11


業績見通しの概要


・・・・・・・・・・


12


個別業績見通し①


・・・・・・・・・・


13


個別業績見通し②


・・・・・・・・・・


14


配当について（個別）


・・・・・・・・・・


15


今年度の自己株式取得について


・・・・・・・・・・


16


補足資料販売電力量の見通し


・・・・・・・・・・


17


大口電力産業別販売電力量①


・・・・・・・・・・


18


大口電力産業別販売電力量②


・・・・・・・・・・


19


電気の販売目標


・・・・・・・・・・


20


退職給与金〈数理計算上の差異〉（個別）


・・・・・・・・・・


21


平成21年8月発生の地震について


・・・・・・・・・・


22


(& DEE)




(億円)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


増減


(A)(B)(A-B)


電気事業10,45511,325△ 870


エネルギー事業193208△ 14


建設業453574△ 121


その他の事業14411330


合計11,24712,222△ 975


(億円未満切り捨て)


セグメント別外部売上高


(億円)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


増減


(A)(B)(A-B)


営業活動による


キャッシュ・フロー


3,0751,2791,795


投資活動による


キャッシュ・フロー


△ 1,189△ 592△ 596


財務活動による


キャッシュ・フロー


△ 2,083△ 412△ 1,671


H21年9月末H21年3月末増減


(A)(B)(A-B)


現金及び現金同等物の


期末残高


1,2961,496△ 200


(億円未満切り捨て)


(億円)


H19年度H20年度H21年度


(A)(B)(C)(B)－(A)(C)－(B)


H16年度△ 265△ 88--88-


H17年度△ 747△ 249△ 249--249


H18年度67222222--


H19年度638-213213213-


H20年度523--174-174


△ 315△ 14409301423合計


発生年度発生額


増減


費用処理額


取得する株式の種類当社普通株式


取得する株式の総数1，６００万株（上限）


株式の取得価額の総額３００億円（上限）


取得する期間


平成２１年１１月　２日から


平成２２年　３月３１日まで


■資本効率や一株当たり当期純利益の向上による株主価値の増大を


　図るため、自己株式取得を実施


■取得した株式は原則として消却する予定


(％)


4月5月6月7月8月9月第2四半期


構成率


※


鉄鋼▲ 49.0▲ 41.2▲ 36.2▲ 32.7▲ 28.8▲ 24.4▲ 35.510.6


化学▲ 16.5▲ 22.2▲ 15.7▲ 16.8▲ 12.6▲ 11.0▲ 15.85.6


窯業・土石▲ 28.3▲ 28.2▲ 28.4▲ 25.1▲ 30.3▲ 24.7▲ 27.44.5


紙・パルプ▲ 14.4▲ 6.6▲ 6.5▲ 8.6▲ 9.20.4▲ 7.53.2


非鉄金属▲ 37.8▲ 28.0▲ 24.0▲ 24.3▲ 32.2▲ 17.2▲ 27.22.9


小 計▲ 34.2▲ 30.7▲ 26.7▲ 24.9▲ 24.2▲ 18.7▲ 26.526.8


機械▲ 29.9▲ 28.0▲ 23.5▲ 23.2▲ 20.4▲ 19.0▲ 23.840.7


食料品▲ 0.9▲ 2.80.2▲ 4.4▲ 5.1▲ 4.4▲ 3.05.5


繊維▲ 32.3▲ 31.1▲ 22.1▲ 22.7▲ 18.8▲ 20.6▲ 24.62.0


その他▲ 22.2▲ 21.0▲ 15.8▲ 16.7▲ 14.9▲ 13.7▲ 17.312.9


小 計▲ 26.2▲ 24.7▲ 20.1▲ 20.3▲ 17.9▲ 16.8▲ 20.961.1


鉄道業▲ 0.1▲ 0.40.9▲ 2.2▲ 1.0▲ 1.2▲ 0.75.3


その他▲ 2.6▲ 2.8▲ 1.4▲ 3.2▲ 2.2▲ 3.3▲ 2.66.8


小 計▲ 1.5▲ 1.8▲ 0.4▲ 2.8▲ 1.7▲ 2.4▲ 1.812.1


大口電力計▲ 25.9▲ 24.0▲ 19.9▲ 19.7▲ 17.7▲ 15.8▲ 20.4100


※　H21年9月の構成率


H21年度


　　・日本標準産業分類の変更に伴い、H21年4月より産業別分類がそれ以前と異なる


　　・H21年度の対前年増加率は、H20年度実績を現在の区分に合わせることにより算定


素


材


型


加


工


型


公


共


他


第2四半期末期末年間


H18年3月期30円30円60円39.6%


H19年3月期30円30円60円73.2%


H20年3月期30円30円60円70.7%


H21年3月期30円30円60円-


H22年3月期


 (予想)


30円30円60円44.4%※


※H21年9月末株数で算定


1株当たり配当金


配当性向


(個別)


(億円)


H21年9月末H21年3月末増減


(A)(B)(A-B)


総資産53,64554,701△ 1,055


・減価償却の進行等


負　債36,51538,153△ 1,638


・有利子負債の減　△1,794


純資産17,13016,547582


・利益剰余金の増 672


(億円，％)


31.229.61.6


(30.2)(28.4)(1.8)


26,09627,890△ 1,794


(25,700)(27,440)(△1,739)


期末金利(1.46)(1.46)-


(  )内は個別(億円未満切り捨て)


主な増減要因


自己資本比率


有利子負債残高　


▲ 50.0


▲ 40.0


▲ 30.0


▲ 20.0


▲ 10.0


0.0


10.0


20.0


H20/456789101112H21/123456789


素材型加工型公共他大口電力計


(億円)


(A)(B)(A)-(B)


売上高


（営業収益）


21,00021,600△ 600


営業費用19,10019,700△ 600


営業利益1,9001,900-


経常利益1,5001,500-


当期純利益1,0501,050-


増減


(億円未満切り捨て)


H21年度


予想（今回）


H21年度


予想（前回）


H19-H22年度


目標値


進捗


（H21年9月末実績）


進捗率進捗の状況


オール電化


60万戸


（28.7万戸）


49.5万戸


（18.2万戸）


-


(63.4%)


「電気ならでは」の快適な生活について認知・評価され


たことにより、順調に進捗


電化厨房・空調80万kW55.2万kW69%


お客さまニーズに合った最適なシステムの提案につい


て評価を得ることができたこと等により、順調な進捗


（　）内数値はH19－H22年度期間中の増分


(億kWh，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


規制対象電灯164167△ 3△ 1.5


需要電力3334△ 1△ 5.8


計197201△ 4△ 2.3


自由化対象業務用120123△ 3△ 2.2


需要産業用他285355△ 70△ 19.7


（大口再掲）（228）（286）（△ 58）（△20.4）


計405478△ 73△ 15.2


602679△ 77△ 11.4


 





合計


増減


(億円，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


   売上高11,24712,222△ 975△ 8.0


 


   営業利益1,5664591,106241.1


   経常利益1,4213751,045278.3


   四半期純利益905231674290.8


   


(億円，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


   売上高10,61311,502△ 888△ 7.7


   営業利益1,4953741,120299.0


   経常利益1,3582061,151558.4


   四半期純利益958124834671.0


(億円未満切り捨て)


■連結　H14年度第2四半期以来、7年ぶりの減収増益


■個別　H14年度第2四半期以来、7年ぶりの減収増益


増減


増減


49.5


46.0


38.4


31.3


25.0


19.5


16.0


13.7


12.0


10.9


0


5


10
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25
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40
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55


60


H12H13H14H15H16H17H18H19H20H21.9末


（年度）


（万戸）


1年9ヶ月1年5ヶ月


5年1ヶ月


10万戸


(H12.3)


20万戸


(H17.4)


30万戸


(H19.1)


40万戸


(H20.6)


                                                              


(億円，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


 電灯電力料10,26911,104△ 835△7.5


 販売電力料


 託送収益等


89138△ 49△35.3


 その他収益105911415.7


電気事業営業収益


10,46411,334△ 869△7.7


附帯事業営業収益


149167△ 18△10.9


営業収益計


 (売上高)


10,61311,502△ 888△7.7


増減


(億円未満切り捨て)


(億円，％ )


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


  人件費1,19794525226.7


  燃料費2,5614,734△ 2,172△45.9


  原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用129205△ 76△37.0


  購入電力料・託送料等1,0261,052△ 25△2.4


  修繕費1,01890711112.3


  減価償却費1,3791,533△ 153△10.0


  公租公課623667△ 44△6.6


  その他費用945884616.9


電気事業営業費用8,88310,929△ 2,046△18.7


附帯事業営業費用2351973719.1


営業費用計9,11811,127△ 2,008△18.1


増減


(億円未満切り捨て)


発行済株式総数


（自己株式含む）


779,004,665株


平成２１年９月末時点


　


(億kWh，％)


H21年度


予想（今回）


H21年度


予想（前回）


H20年度


実績


増減


(A)(B)(A-B)


規制対象電灯3553703532


需要電力666668△ 2


計421436421△　0


自由化対象業務用233234234△ 1


需要産業用他581635642△ 61


計814869876△ 62


1,2351,3051,297△ 62


(△4.8%)(0.6%)(△5.6%)-


　　項　　目


合計


(対前年増加率)


(億円，％)


H21年度


第2四半期


H20年度


第2四半期


(A)(B)(A-B)(A-B)/B


営業収益（売上高）10,45511,325△ 870△ 7.7


営業費用8,82710,835△ 2,008△ 18.5


営業利益1,6284901,138232.1


営業収益（売上高）791897△ 105△ 11.8


営業費用853928△ 74△ 8.0


営業損益△ 62△ 31△ 31-


営業収益（売上高）11,24712,222△ 975△ 8.0


営業費用9,68111,763△ 2,082△ 17.7


営業利益1,5664591,106241.1


営業外収益101215△ 114△ 53.0


営業外費用246299△ 53△ 17.7


経常利益1,4213751,045278.3


四半期純利益905231674290.8


内部取引相殺消去後　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　　　　　　　                  　


電


気


事


業


そ


の


他


事


業


(億円未満切り捨て)


増減


営


業


外


合


　


計


H21/2QH20/2Q


61.7119.7


96106


原油CIF価格($/b)


為替レート（円/$)


（注）H21/2QのCIF価格は速報値


■連結


（億円）


H21年度


予想（今回）


H20年度


実績


増減


（対前期）


(A)(B)(A)-(B)


　売上高22,60025,099△ 2,500程度△ 700


　営業利益2,0501,822230程度－


　経常利益1,6501,305340程度－


　当期純損益1,050△ 1891,240程度－


■個別


（億円）


H21年度


予想（今回）


H20年度


実績


増減


（対前期）


(A)(B)(A)-(B)


　売上高21,00023,351△ 2,350程度△ 600


　営業利益1,9001,636260程度－


　経常利益1,5001,013490程度－


　当期純損益1,050△ 3661,420程度－


増減


（対前回予想）


増減


（対前回予想）


（億円未満切り捨て）


■主要諸元


H21年度


予想（今回）


H21年度


予想（前回）


増減


(A)(B)(A-B)


販売電力量(億kWh)1,235程度1,305程度△ 70程度1,297


原油CIF価格($/b)66程度55程度11程度90.5


為替レート


(ｲﾝﾀｰﾊﾞﾝｸ)


 (円/$)95程度100程度△ 5程度101


原子力利用率（％）54程度71程度△ 17程度56.1（74.5）


■変動影響額


（億円）


項目変動幅


H21年度


予想（今回）


H21年度


予想（前回）


販売電力量1%7060


原油CIF価格


※1


1$/b5762


為替レート1円/$5047


原子力利用率


※2


1%1717


出水率1%67


金利1%5050


※1　原油CIF価格影響額：LNG価格は原油価格の影響を受けることから、影響度合いを考慮して算定しています。


※2　原子力利用率影響額：原子力発電単価および火力発電平均単価を基に影響額を算定しています。


※　（　）内は、浜岡1,2号機を除いて算定


項目H20年度実績


主な増減要因


収入単価増加に伴う増


円高に伴う減


燃料価格上昇に伴う増


－


火力発電単価低下に伴う減


－
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						連結：増収増益　個別：増収増益 レンケツゾウシュウゾウエキコベツゾウシュウゾウエキ															(単位：億円、円、％) タンイオクエンエン


												１７／上 ウエ			１６／上 カミ			増減 ゾウゲン


												（Ａ）			（Ｂ）			（Ａ－Ｂ）			(A-B)/B


						売上高 ウリアゲダカ			連結 レンケツ			10,759			10,435			(323)			(3.1)


									個別 コベツ			10,413			10,083			(330)			(3.3)


									連単倍率 レンタンバイリツ									－			－


						営業利益 エイギョウリエキ			連結 レンケツ			2,234			1,821			(413)			(22.7)


									個別 コベツ			1,604			1,779			(409)			(23.0)


									連単倍率 レンタンバイリツ									－			－


						経常利益 ケイジョウリエキ			連結 レンケツ			1,636			1,208			(427)			(35.4)


									個別 コベツ			1,604			1,186			(418)			(35.2)


									連単倍率 レンタンバイリツ									－			－


						中間純利益 チュウカンジュンリエキ			連結 レンケツ			681			738			(△ 56)			(△ 7.7)


									個別 コベツ			711			736			(△ 25)			(△ 3.4)


									連単倍率 レンタンバイリツ									－			－


						一株当たり 1カブア			連結 レンケツ			94.04			101.08			(△ 7.04)			－


						中間純利益 チュウカンジュンリエキ			個別 コベツ			98.18			100.82			(△ 2.64)			－
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